
再生可能エネルギー導入拡大に資する分散型エネルギーリソース導入支援事業
令和6年度概算要求額 120億円（新規）

事業の内容 事業スキーム（対象者、対象行為、補助率等）

事業目的

再生可能エネルギーの更なる導入拡大を進めるために、電力需給の安定化に資する

調整力等の多様な価値提供が可能な定置用蓄電システム等の導入、需要家保有

リソースのディマンドリスポンス(以下、DR）対応化、配電事業を実施する際に必要と

なる分散型エネルギーリソースの導入に関する支援を行う。

また、地域に根差した再エネ事業の拡大のために、地域共生に取り組む優良事業の

顕彰を行う。これらを通じ、2050年カーボンニュートラルの実現に向け再生可能エネ

ルギーの導入の加速化等を図ることを目的とする。

資源エネルギー庁省エネルギー・新エネルギー部

新エネルギーシステム課

成果目標

令和6年から7年までの2年間の事業であり、

（１）を通じ、再生可能エネルギー導入に必要な調整力等の供出が可能なリソー
ス等の導入を支援することで、第6次エネルギー基本計画で設定された2030年まで
の再生可能エネルギー電源構成比率36～38%の達成を目指す。

（２）を通じ、計画策定を行った事業者の中から1者以上配電ライセンス取得等、
事業化につなげることを目指す。
（３）を通じ、顕彰事業者にとってインセンティブとなる制度を検討し、本事業の認
知度向上を目指す。

（４）を通じ、DR対応可能リソース年間50万kW規模積み増し目標への貢献を
図る。

事業概要

（１）調整力等の供出が可能な系統用蓄電池等導入支援

再生可能エネルギー導入の加速化に向け、調整力等として活用可能な系統用蓄

電池や水電解装置等設備の導入に係る費用を補助する。

（２）配電事業等の参入を見据えた地域独立系統の構築・計画策定支援

配電事業等の参入を見据え、災害等による長期停電時に一般送配電事業者等

が運営する電力系統から独立して電力を供給する「地域独立系統」の構築等に

係る費用を補助する。

（３）地域共生型再生可能エネルギー顕彰事業

地域に根差し信頼される再生可能エネルギーの拡大を目的に、地域共生に取り

組む優良事業を顕彰する。

（４）DRに対応したリソース導入拡大

① DRに活用可能な家庭・業務産業用蓄電システム導入支援

DRのリソースとして活用可能な家庭用蓄電システム等の導入に係る費用を補

助する。

② DRの拡大に向けたIoT化推進

DRの拡大に向け、需要家が保有している既存リソースのIoT化に係る費用を

補助する。

（3）委託

(1),(2),(4)補助(定額) 補助（2/3以内、1/2以内、1/3以内）

国 民間企業等 民間企業等

国 民間企業等
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